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第１章 業務継続計画の概要 

 

１ 業務継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan）とは 

業務継続計画とは、大規模災害が発生した場合に行政自らも被災し、人、施設、情報及びライ

フライン等利用できる資源に制約がある状況下において、優先的に実施すべき業務（以下「非常

時優先業務」という。）を特定するとともに、非常時優先業務の業務継続に必要な業務の執行体

制や資源の確保等・配分や、指揮命令系統の明確化等について必要な措置を講じることにより、

大規模な災害時にあっても、適切な業務執行を行うことを目的とした計画をいいます。 

町では、災害に係る予防、応急対策及び復旧・復興対策を定めた国見町地域防災計画がありま

すが、業務継続計画は、地域防災計画を補完し、資源制約が伴う条件下においても、非常時優先

業務の実施を確保するものです。 

 

２ 非常時優先業務とは 

  業務継続体制を検討するに当たっては、大規模な災害発災時にあっても優先して実施すべき業 

務を特定する必要があり、これが「非常時優先業務」です。 

地震及び風水害等により大規模な被害をもたらし、住民生活に深刻な影響を与える危機事象が

発生した際には、町自身も被災する可能性は高いため、人、施設、情報及びライフライン等利用

できる資源に制約が生じます。そのような状況の中で、発災直後、直ちに地域防災計画の災害応

急対応計画に基づき、迅速に災害応急対策業務を実施するとともに、住民生活に密着する通常業

務を継続して実施していく必要があります。 

具体的には、災害応急対策業務や早期実施の優先度が高い応急・復旧・復興業務のほか、業務 

継続の優先度の高い通常業務が対象となります。発災後は、様々な必要資源を非常時優先業務に

優先的に割り当てるため、非常時優先業務以外の通常業務は必要に応じて休止するか、必要最低

限の範囲で業務を実施します。 
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３ 業務継続計画策定の目的 

  大規模災害が発生した場合において、災害対策本部の拠点となる役場庁舎の機能低下を最小限

にとどめながら、住民の生命、身体及び財産を災害から保護します。 

  また、住民の生命や生活を守るために災害応急対策業務にあたらなければならない職員の防災

意識を向上するだけではなく、本計画に基づく防災対策を実行することによって業務執行体制を

確保します。 

 

４ 業務継続計画の効果 

発災直後には、業務量が急激に増加し、極めて膨大となることが想定されますが、業務継続計

画を策定し必要な措置を講じることにより、非常時優先業務を適切かつ迅速に実施することが可

能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 業務継続計画の重要な６項目 

  業務継続を行う上で、次の重要項目を定めます。 

(1) 首長不在時の明確な代

行順位及び職員の参集

体制 

首長が不在の場合の職務の代行順位を定めます。 

また、災害時の職員の参集体制を定めます。 

・緊急時に重要な意思決定に支障を生じさせないことが不可欠 

・非常時優先業務の遂行に必要な人数の職員が参集することが

必要 

(2) 本庁舎が使用できなく

なった場合の代替庁舎の

指定 

本庁舎が使用不能となった場合の執務場所となる代替庁舎を指

定します。 

・地震による建物の損壊以外の理由で庁舎が使用できなくなる

場合もあります。 

(3) 電気、飲料水、食料等

の確保 

停電に備え、非常用電源とその燃料を確保します。また、業務

を遂行する職員等のための飲料水、食料等を確保します。 

・災害対応に必要な設備、機器等への電力供給が必要 

・孤立により外部からの飲料水、食料等の調達が不可能となる

場合もあります。 

(4) 災害時につながりやす

い多様な通信手段の確保 

断線、輻輳等により、固定電話、携帯電話等が使用不能な場合

でも使用可能となる通信手段を確保します。 

・災害にあたり、情報取集・発信、連絡調整が必要 
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(5) 重要な行政データのバ

ックアップ 

業務の遂行に必要となる重要な行政データのバックアップを確

保します。 

・災害時の被災者支援や住民対応にも行政データが不可欠 

(6) 非常時優先業務の整理 
非常時に優先して実施すべき業務を整理します。 

・各課で実施すべき災害対応業務を明らかにします。 

 

６ 地域防災計画との業務継続計画との関係 

地域防災計画は、町、消防関係機関、県の機関、指定地方公共機関、指定公共機関、指定地方

公共機関等の防災関係機関が、相互に緊密な連絡を取りつつ、その有する全機能を有効に発揮し

て災害予防、災害応急対策及び災害復旧を実施することにより、住民の生命、身体及び財産を災

害から保護することを目的とした計画です。 

一方、本計画は、地域防災計画で災害時の拠点となっている役場庁舎や職員が被災することを

前提としています。 

 災害時に優先的に取り組むべき業務を「非常時優先業務」としてあらかじめ特定し、制約され 

た資源を効率的に投入することを明らかにすることで、非常時優先業務遂行の実効性を確保し、 

地域防災計画を補完します。 

  地域防災計画と業務継続計画の相違点の詳細は、下記の表のとおりです。 

地域防災計画と業務継続計画の相違点 

 地域防災計画 業務継続計画 

計画の趣旨 

地方公共団体が、発災時または事

前に実施すべき災害対策に係る実

施事項や役割分担等を規定するた

めの計画です。 

発災時の限られた必要資源を基

に、非常時優先業務を目標とする

時間・時期までに実施できるよう

にするための計画です。（実効性の

確保）。 

行政の被災 業務継続計画で規定します。 

役場庁舎、職員、電力、情報シス

テム、通信等の必要資源の現状を

評価し、利用できる必要資源を前

提に計画を策定します。 

対象業務 

災害対策に係る業務（予防業務、

応急業務、復旧・復興業務）を対

象としています。 

非常時優先業務（優先度通常業務、

災害応急対策業務）を対象として

います。 

業務開始 

目標時期 
業務継続計画で規定します。 

非常時優先業務ごとに業務開始目

標時期を定める必要があります。 

業務に従事する

職員の飲料水・ 

食料等の確保 

業務継続計画で規定します。 

業務に従事する職員の飲料水・食

料等について定める必要がありま

す。 
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７ 業務継続計画の発動と解除 

   大規模災害発生時に業務継続計画に基づき、非常時優先業務を実施する発動基準は次のとおり

とします。 

(1) 発動基準 

     大規模災害により、町災害対策本部が設置され、町内全域及び役場機能に甚大な被害が

生じた場合 

 

    〇災害対策本部の設置 

(1)局地的に相当規模の災害が発生し、なお拡大のおそれがあるとき（水害） 

(2)特別警報が発表されたとき（水害） 

(3)震度６（弱）以上の地震が観測発表されたとき（地震） 

(4)町内各地に大規模な災害が発生し、応急対策が必要と認められるとき（地震） 

(5)その他本部長が当該配備を指令したとき 

（国見町地域防災計画） 

(1) 発災初動期 

発災初動期においては、業務継続計画に基づき、直ちに非常時優先業務を迅速かつ確実に

実施し、業務の立ち上げ時間の短縮や発災後の速やかな業務レベルの向上を図るものとしま

す。 

 (2) 発動権限者 

     本計画の発動権限者は、災害対策本部長（町長）とし、本部長が不在又は連絡不能の場 

   合は、７頁の職務代行順位表により本部長に代わり発動の決定を行います。 

    なお、災害発生時には計画発動が流動的になることも考えられるため、発動前であっても 

   必要に応じて初動対応をとり、継続実施すべき非常時優先業務及び停止する業務について、 

   適切な対応をとるよう努めるものとします。  

   (3) 本計画の対象期間は、災害発生から概ね１か月とします。 

   (4)  発動解除 

    本部長は、町における業務資源の不足等に伴う支障が改善され安定的な業務継続が可能と

なった場合は、本計画の解除を行います。 

    ただし、各本部員は解除の前であっても災害応急対策業務の進捗状況に応じ、停止・縮小

した業務を順次再開させることができるものとします。 

 

８ 住民への周知 

  災害発生時に停止する業務及び優先的に実施する業務について、住民に理解を求めるため本計 

画の内容を住民に周知します。 
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第２章 想定される災害と被害想定 

 

１ これまでの主な災害 

  本計画の策定に当たっては、昭和５３年宮城沖地震をはじめ、平成２３年東日本大震災、令和

３年福島沖地震、令和４年福島県沖地震など町内に未曾有の被害をもたらし、役場庁舎等にも甚

大な被害と影響を与えた同程度の地震を想定します。 

なお、人的被害や建物被害、公共交通機関やライフラインの被害など、あらゆる分野の被害が

発生した災害を想定することにより、他の災害などの危機事象についても十分対応が可能となり

ます。 

２ 想定される災害 

  東日本大震災及び令和４年福島県沖地震と同規模の大地震（以下「大規模地震」という。）を 

想定します。 

 

３ 想定される被害想定 

  大規模地震の町内被害は次のとおりであり、これと同程度の被害が発生すると想定します。 

 

◆東日本大震災の規模、被害の概要 

地震発生時刻 平成２３年３月１１日１４時４６分 

発生場所（震源位置） 三陸沖（北緯 38度 06.2分、東経 142度 51.6分、深さ 24㎞） 

規模（マグニチュード） ９．０（マグニチュード） 

最大震度 当町では６強 

人的被害 死 者：１名（仕事先で津波の被害に遭われた） 

軽傷者：２０名 

建物被害 住 家 全 壊  ：１８６棟 

住 家 半 壊  ：５６２棟 

住家一部損壊 ：５０９棟 

その他建物被害：６２７棟 

ライフライン被害 停電 平成２３年３月１１日～３月１４日には一部復旧 

断水 平成２３年３月１１日～３月１６日には一部復旧 

 

◆福島県沖地震 

地震発生時刻 令和４年３月１６日２３時３６分 

発生場所（震源位置） 福島県沖（北緯 37度 41.8分、東経 141度 37.3分） 

規模（マグニチュード） ７．４（マグニチュード） 

最大震度 当町では６強 

人的被害 重傷者：１名 

軽傷者：１４名 

建物被害 

 

※6月 30日時点 

住 家 全 壊： ７棟 

住家大規模半壊： ６棟 

住家中規模半壊：５７棟 
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住 家 半 壊：１２９棟 

住家準半壊  ：８６５棟 

住家一部損壊 ：１７９棟 

その他建物被害：２７２棟 

ライフライン被害 停電 令和４年３月１６日～３月１７日には一部復旧 

断水 令和４年３月１６日～３月１７日には一部復旧 
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第３章 業務継続のための執行体制の整備 

 

１ 非常配備態勢 

  大規模な災害が発生した場合において、業務を継続するためには、早急に必要な人員を確保し、 

適切な配備を行い、効率的な活動体制を確保する必要があります。 

 【災害時の配備基準】 

配備区分 配備体制 配備時期 配備人員 

災
害
対
策
本
部
設
置
前 

警 

戒 

配 

備 

防災担当課（住民防災課）で、

災害に関する情報収集及び連絡

活動が円滑に行える体制とす

る。 

１．震度４の地震が観測された

とき。 

２．その他特に住民防災課が必

要と認めたとき。 

住民防災課長、環境防災係

長、環境防災係 

以上 ４名 

災
害
警
戒
本
部
設
置
後 

（ 

１ 

号 

配 

備 

） 

特 

別 

警 

戒 

配 

備 

防災担当課（住民防災課）及

び関係各課の所要人員で、災

害に関する情報の収集、連絡

及び応急対策を実施し、状況

に応じて災害対策本部の設

置に移行できる体制とする。 

１．震度５（弱・強）が観

測され、災害の発生が予

測されるとき、あるいは

災害が発生したとき。 

２．その他特に副町長が必

要と認めたとき。 

上記４名の他 

・各課等の長 

・関係各係長 

・関係各課の職員 

    全職員の３０％ 

災
害
対
策
本
部
設
置
後 

（ 

２ 

号 
配 

備 

） 

非 

常 

配 
備 

応急対策を円滑に実施するた

め、必要と認める体制。 

１．震度６（弱）以上の地震が

観測発表されたとき。 

２．その他必要により本部長が

当該配備を指令したとき。 

上記の他 

・各係長 

・各課等の職員 

全職員の６０％ 

（ 

３ 

号 

配 

備 

） 

非 

常 

配 

備 

体 

制 

激甚な災害が発生した場合にお

いて、組織及び機能のすべてを

挙げて、応急対策にあたる体制

とする。 

１．町内各地に大規模な災害が

発生し、応急対策が必要と認

められるとき。 

２．その他必要により本部長が

当該配備を指令したとき。 

全職員１００％ 

 

２ 職務代行順位 

  (1) 大規模災害の発生時に迅速かつ的確に業務を実施するためには、職員の確保とともに指揮

命令系統を確立する必要があります。 

    災害対策本部については、本部長である町長が統括します。ただし、町長が不在時に職務

を代行する者をあらかじめ定めておくことが必要とされています。 

    また、町長の職務代行者３名の出張スケジュールが重なる場合は、その都度代行者を指名

し、職務代行者が不在となることのないよう努めるものとします。 
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【業務継続計画の発動権限者と職務代行順位】 

発動権限者 
職務代行の順位 

第１順位 第２順位 第３順位 

町 長 副町長 教育長 住民防災課長 

  (2) 各課による職務代行順位 

    非常時優先業務の遂行に当たり、管理職が不在の場合でも職務代行順位に準じ、適切な意

思決定が迅速に行われるよう、各課において指揮命令系統を確立しておく必要があります。 

    各課においてあらかじめ意思決定者の職務を代理する者を定めることとします。 

 

３ 勤務時間外に参集可能な職員数 

  (1) 現 状 

    勤務時間外に地震が発生した場合を想定し、自宅から役場までの距離を基に、徒歩による

参集時間別の参集可能職員数を算出しました。 

  【参集所要時間に応じた職員参集率】 

参集所要時間 職員参集率 

１時間以内 通勤距離    ５ｋｍ圏内の職員 ６３％  

３時間以内 通勤距離  １０ｋｍ圏内の職員 １７％ 

３時間を超える 通勤距離   １０ｋｍ圏外の職員 ２０％ 

 

  【参集職員数】 

 

 

 

 

 

 

 

   

参集所要時間 １時間以内    ３時間以内   ３時間を超える 

 

  (2) 課 題 

    夜間及び休日に発災し、職員及び家族が被災した場合においては、１時間以内の職員数が

６割から７割（約 70名前後）となることが予想され、初動時に従事する職員数が不足する

ため、必要な職員数に対応した職員配備体制をとる必要があります。 

  (3) 対 策 

   ア 業務の優先順位を考慮し、一時的に他の部署からの応援を求める。 

   イ 他自治体等からの応援職員の協力体制を構築する。 

 

 

 

７６人 

２０人 ２５人 
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第４章 業務継続のための執行環境の整備 

  

非常時優先業務を遂行するためには、業務執行の拠点となる施設機能を保持し、又は早期に復旧

を図るとともに、関係機関との情報連絡手段を確実に確保するなど、業務継続のための執行環境を

整備する必要があります。 

 

１ 役場庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の指定 

  役場庁舎が使用不能となった場合は、国見町観月台文化センターを代替庁舎として使用する。 

 

２ ライフライン（電気・ガス・水道等）の確保 

  (1) 状 況 

    ライフライン途絶時の役場庁舎及び代替庁舎の状況は次のとおりです。 

  (2) 対 策 

   ア 非常用電源を確保します。 

     停電時でも業務を継続するために必要な電力を確保できる非常用電源及び燃料の備蓄

に努めます。 

   イ 災害でもつながりやすい電話回線を複数回線確保します。 

   ウ 飲料水の備蓄やトイレの用水を確保します。 

   エ 災害でも使用可能なトイレ対策（携帯トイレ、トイレットペーパーの備蓄）をします。 

 

【ライフライン途絶時の拠点施設の状況】 

 【電気】 

施設名 状 況 

役場庁舎 
【非常用電源】 

 発電量 130KVA タンク量  1,950ℓ 稼働時間 72ｈ ※Ａ重油 

観月台文化センター 
【非常用電源】 

 発電量  40KVA タンク量    30ℓ 稼働時間  3ｈ ※軽油 

 

 【ガス】 

施設名 状 況 

役場庁舎 なし 

観月台文化センター 【プロパンガス】調理用の火力 

 

 【水道】 

施設名 状 況 

役場庁舎 受水槽(上水・中水)13.5㎥、消化水槽 5.2㎥ 

観月台文化センター 断水 
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【トイレ】 

施設名 状 況 

役場庁舎 

【男性用】 洋 9、小 12  

【女性用】 洋 10 

【障害者用】洋 1 

・断水時、使用可能箇所 

全使用可 

観月台文化センター 

【男性用】 洋 9、小 15 

【女性用】 洋 17 

【障害者用】洋 2 

※断水時使用不可 

 

 【電話】 

施設名 状 況 

役場庁舎 
【着信】 32回線 

【発信】 32回線（災害時優先回線 3回線） 

観月台文化センター 
【着信】  8回線 

【発信】  8回線（災害時優先回線 1回線） 

 

３ 業務遂行のための飲料水、食料等 

  (1) 現 状 

   ア 住民の備蓄を補完するために、最低限必要とされる３日分の食料の備蓄を計画的に行っ

ています。 

イ 職員用の飲料水や食料の備蓄品の保管はしていません。 

  (2) 課 題 

    発災直後から職員は昼夜を問わず非常時優先業務に従事するため、必要な水分や食事の摂

取、また、過労死を防ぐためにも他自治体からの応援職員の協力体制により、適度な休息を

取る必要があります。 

  (3) 対 策 

     発災後、職員は、町民と同様に自助の観点から各自で最低３日間分の飲料水（９ℓ）、食料

を備えて置き、休日等勤務時間外に発災し登庁する際に自宅から持参することとします。 

 

４ 災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保 

  (1) 現 状 

    災害時における通信手段の現状は、次のとおりです。 

 【電話回線以外の通信手段の現状】 

名 称 局数等 用途 

防災行政無線 
移動系 44台 災害現場との通信を行う。 

個別受信機 住民に対して個別受信機により、情報を伝達する 

  (2) 課 題 

    災害用の機器は、平時に使用する部署が少ないことから、災害時に機器の操作方法の未熟

などの原因で有効に活用できないことが懸念されます。 
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  (3) 対 策 

    移動系無線については、保守点検を確実に実施するとともに、訓練の実施や平常時の活用

を通じて操作に習熟するよう努めます。 

 

５ 重要な行政データのバックアップ 

  (1) 現 状 

    町は、住民の個人情報や行政に関する重要な情報資産を多数保有し、その行政サービスの

大部分についてコンピューターシステムを利用しています。 

 【コンピューターの状況】 

分類 システム名 種別 

基幹系システム 

総合行政情報システム 

戸籍システム 

健康管理システム 

クラウド 

クラウド 

庁内 

情報系システム 
ホームページ作成システム 

インターネット接続システム 

クラウド 

庁内 

業務システム 

グループウェアシステム 

財務会計・庶務事務システム 

土地情報管理システム 

文書管理システム 

例規システム 

クラウド 

庁内 

庁内 

クラウド 

クラウド 

  (2) データのバックアップ 

    総合行政情報システム（住基システム）、財務会計・庶務事務システム、土地情報管理シ

ステム、グループウェアシステムの各データについては１か月ごとにバックアップを作成し、

データ媒体を遠隔地に保管している。 

    総合行政情報システムは庁内にバックアップサーバーを設置し、クラウドとの通信遮断時

も業務継続を可能としている。 

  (3) 対 策 

    大規模災害時のシステム停止に備え、町のシステムを最優先の復旧対象と位置付け対応す

るよう、システム保守業者へ要請するとともに、稼働再開に向けた人的体制の確保に努めま

す。 
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第５章 非常時優先業務の選定 

 

１ 非常時優先業務の概要 

  町は、災害発生後直ちに災害対策本部を設置し、避難所の開設、避難物資の調達等多岐にわた

る災害対応にあたらなければなりません。 

  また、通常業務についても住民への行政サービスを継続することが必要です。 

  

 (1) 災害応急対策業務 

    国見町地域防災計画に定めている災害対策本部におく各部所掌事務のうち、概ね 1週間 

   以内に着手する業務 

  (2) 早期実施の優先度が高い災害復旧・復興業務 

    災害対策本部が設置された時に定められた業務 

  (3) 優先通常業務 

    業務継続の優先度の高い通常業務 

 

２ 非常時優先業務の実施方針 

  町は、大規模災害時における非常時優先業務について、次の方針により業務を継続します。 

  (1) 住民の生命、身体及び財産を保護し、被害を最小限にとどめるために災害応急対策業務を

最優先します。 

  (2) 発生から７２時間までは、人命に係る災害応急対策業務に重点を置きます。 

    発災直後は、救命救急活動や避難所開設等の住民の生命や生活に係る業務を最優先に実施

し、その他の業務は、一時停止します。その後、順次相談窓口の設置や罹災証明発行等の生

活再建支援業務を実施します。 

  (3) ライフラインの維持のための業務は、災害時でも継続します。上下水道・ごみ処理等は、

住民生活に直結するライフラインのため、その機能維持や早期復旧に全力で取り組みます。 

また、被災後、速やかな復旧業務を進めるためには、学校や保育施設等の環境整備が重要

になります。このような、復旧に向けた住民の活動と密接な関係がある公共施設については、

避難所運営等の非常時優先業務との兼ね合いを適切に見極め、早期再開をめざします。 

  (4) 町の公共施設（町民センター、総合体育館）を避難所等の災害応急対策業務として使用す

る場合は、一般利用を休止します。 

  (5) イベント等は、原則として中止・延期します。 

  (6) 通常業務は、可能な限り休止又は縮小します。 

    発災直後に生じる避難所運営等の災害対応業務を迅速かつ的確に実施するため、平時に実

施している通常業務は可能な限り一時停止、又は縮小します。 

  (7) 災害復旧・復興業務は、災害応急対策業務と並行し早期に実施すべき基本的な業務を対象

とします。 

  (8) 非常時優先業務で必要とする燃料や公用車等の資源については、各課等が要求する数量の

全てを調達できない場合が想定されます。このため、非常時優先業務の中でも特に重要な業

務を洗い出し、資源を効果的に配分します。 
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３ 非常時優先業務の整理 

  (1) 非常時優先業務 

    災害発生時に業務量が急激に増加し、利用できる資源に制約がある状況下において業務を

継続するためには、優先的に実施する災害応急対策業務と通常業務を時系列で把握する必要

があります。 

休止して通常業務について、目標とする再開時期をあらかじめ示しておく必要があるため、

別紙１のとおり「国見町行政組織規則」「国見町教育委員会事務局組織規則」等に規定され

ている事務分掌を各課の非常時優先業務としてまとめました。 

 

区

分 

業務開始 

目標時間 

非常時優先業務 

主な災害応急対策業務 主な優先すべき通常業務 

Ｓ 発災 

～３時間以内 

〇災害対策本部の設置（住） 

〇情報の収集・伝達・通信の確保（総） 

〇役場庁舎点検・応急対策（総） 

〇避難所の開設（保・教） 

〇上下水道施設の緊急点検（水） 

〇災害の現況把握（全） 

〇町民の安否確認（全） 

〇情報ネットワーク、機器点検 

〇報道機関との連絡調整 

〇戸籍事務 

〇消防団との連絡調整 

Ａ ３時間 

～１日以内 

〇災害応援要請・受入（総） 

〇被災者の避難、誘導（保） 

〇ライフラインの点検・応急対策（建・水） 

〇避難路・輸送道路の確保（建） 

〇食料・飲料水・生活必需品等の調達・供

給（総・保・産） 

〇社会福祉協議会との連絡調整 

〇衛生処理組合との連絡調整 

※優先通常業務一覧 

Ｂ １日 

～３日以内 

〇応急対復旧・二次災害防止活動（建・水） 

〇住宅応急対策（建） 

〇保健衛生活動（保） 

〇公共施設等応急対策（教） 

〇農林業施設応急対策（産） 

〇罹災・被災証明書受付・発行（税・全） 

※優先通常業務一覧 

Ｃ ３日 

～２週間以内 

〇農業災害対策（産） 

〇廃棄物処理対策（住） 

〇ボランティア受入れ（保） 

〇罹災・被災現地調査（税・全） 

〇税関係の証明発行 

〇広報紙の編集、発行 

※優先通常業務一覧 

Ｄ ２週間 

～１か月以内 

〇災害義援金受付（保） 

〇住宅応急修理受付（建） 

〇住宅公費解体受付（住） 

※優先通常業務一覧 

主な国見町地域防災計画事務分掌の括弧内 

（総）・・総務部  、 （税）・・税務部、 （住）・・住民防災部、 （保）・・保健福祉部 

（産）・・産業振興部、 （健）・・建設部、 （水）・・上下水道部、 （教）・・教育委員会 

（全）・・全ての部 
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第６章 受援体制 

 

１ 受援体制の整備 

  (1) 受援体制の確保 

    町単独では十分な災害応急遺作業務が実施できないような大規模災害が発生した場合に、

県外の自治体、関係機関、民間企業等と災害時応援協定を締結していますので、平時から応

援・受援体制等について確認するなど連携体制の強化を図ります。 

 

〇他自治体との災害応援協定締結の状況 

１対１協定 その他の協定等 

４自治体 ３自治体 

 

〇民間団体等との災害応援協定締結の状況 

災害復旧 物資 輸送 その他 

２団体 １団体 １団体 ５団体 
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第７章 継続的な改善への取組 

 

１ 業務継続マネージメントの必要性 

  計画の継続的推進を図るためには、計画策定にとどまらず、計画を整理・運用する業務継続マ

ネジメントの推進が必要です。 

  また、本計画は、災害時における町の業務継続の基本的な考え方を示すものであり、本計画及

び各種防災マニュアルについて訓練を通じた検証を行い、継続的な改善に取り組むこととします。 

 

 

 【業務継続マネジメント】 

         
 

２ 職員に対する研修・訓練 

  (1) 職員に対する研修・訓練の実施 

    計画実効性を確保するためには、計画の策定だけではなく、全職員が非常時優先業務の重

要性を理解し、個々の役割を確実に果たせるように研修や訓練を行い、業務継続力の向上に

努めます。 

  (2) 各部署における継続的な取組 

    本計画は、発災時に優先的に実施すべき非常時優先業務の選定とその業務の開始時期を定

めたものです。 

    発災時において非常時優先業務を迅速かつ効果的に遂行するためには、各部署においても

具体的な対応について、平常時から継続的に話し合いを行い、災害時における業務の継続に

努めます。 
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